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 （注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

4. 平成24年10月1日付にて普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定し、1株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。  

第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次 
第79期

第2四半期連結 
累計期間 

第80期
第2四半期連結 

累計期間 
第79期

会計期間 
自平成23年4月 1日
至平成23年9月30日 

自平成24年4月 1日 
至平成24年9月30日 

自平成23年4月 1日
至平成24年3月31日 

売上高（百万円）  140,887  159,047  305,460

経常利益（百万円）  13,354  17,641  37,902

四半期（当期）純利益（百万円）  8,135  9,744  22,729

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  8,568  9,729  25,597

純資産額（百万円）  431,196  450,913  446,038

総資産額（百万円）  517,170  541,245  543,228

1株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  33.23  39.81  92.85

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期） 
純利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  81.7  81.6  80.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円）  6,706  12,540  25,273

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円）  440  △2,928  △8,967

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △4,859  △5,096  △6,419

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高
（百万円）  35,597  47,709  43,190

回次 
第79期

第2四半期連結 
会計期間 

第80期
第2四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成23年7月 1日
至平成23年9月30日 

自平成24年7月 1日 
至平成24年9月30日 

1株当たり四半期純利益金額（円）  14.32  11.47
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当社及び当社のその他の関係会社である㈱読売新聞グループ本社は、それぞれに子会社・関連会社から構成される

企業集団を有し広範囲に事業を行っております。このうち、当社グループは、当社と子会社35社及び関連会社22社か

ら構成され、コンテンツビジネス事業、不動産賃貸事業、その他の事業の3事業（報告セグメント）にわたり活動を

展開しております。 

当第2四半期連結累計期間における各事業に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりで

す。  

（コンテンツビジネス事業） 

主な事業内容の変更はありません。平成24年4月に日本テレビ分割準備㈱（連結子会社）を、平成24年7月にLIFE 

VIDEO㈱（持分法適用の非連結子会社）を新たに設立しました。なお、平成24年10月1日付にて、日本テレビ分割準

備㈱はその商号を「日本テレビ放送網株式会社」へと変更しております。 

（不動産賃貸事業） 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

（その他の事業） 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

2【事業の内容】
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当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

(1）業績の状況  

当第2四半期連結累計期間（平成24年4月1日～平成24年9月30日）の我が国経済は、復興需要などを背景に緩や

かに回復しつつありましたが、世界景気の減速や長期的なデフレ及び円高傾向などにより、依然として不透明な状

況が続いております。 

こうした経済環境の中、テレビ広告市況におきましても、持ち直しの動きが見られたスポット広告市況が減速

傾向に転じるなど、予断を許さない状況となっております。 

このような状況において、当第2四半期連結累計期間における当社グループの連結売上高は、主たる事業である

コンテンツビジネス事業におきまして、テレビ広告収入が大型単発番組「ロンドンオリンピック2012」などにより

増収となったことに加え、物品販売収入において音楽ＣＤ販売が好調に推移したことなどにより、前年同四半期に

比べ181億6千万円（+12.9％）増収の1,590億4千7百万円となりました。売上原価と販売費及び一般管理費を合わせ

た営業費用は、コンテンツビジネス事業の増収に伴う費用の増加などにより、前年同四半期に比べ141億3千7百万

円（+10.8％）増加の1,447億2千5百万円となりました。この結果、営業利益は前年同四半期に比べ40億2千3百万円

（+39.1％）増益の143億2千2百万円となり、経常利益につきましては42億8千7百万円（+32.1％）増益の176億4千1

百万円となりました。また、特別損失において投資有価証券評価損を計上したことなどにより、四半期純利益は前

年同四半期に比べ16億8百万円（+19.8％）増益の97億4千4百万円となりました。 

  
（売上高の概況）  

 コンテンツビジネス事業：テレビ広告収入のうちタイム収入につきましては、大型単発番組「ロンドンオリンピ

ック2012」による収入に加え、レギュラー番組枠での収入の増加などがあり、前年同四半期に比べ32億9千7百万円

（+6.3％）増収の555億5千4百万円となりました。スポット収入につきましては、スポット広告費の地区投下量が

前年を上回ったことに加え、在京キー局間におけるシェアが伸びたため、前年同四半期に比べ44億8千4百万円

（+9.4％）増収の521億9千2百万円となりました。このほか、物品販売収入における音楽ＣＤ販売の好調や、幹事

映画「おおかみこどもの雨と雪」の大ヒットなどがあり、コンテンツビジネス事業の売上高は、セグメント間の内

部売上高又は振替高を含め、前年同四半期に比べ182億7千5百万円（+13.2％）増収の1,566億4千1百万円となりま

した。 

不動産賃貸事業：汐留及び麹町地区のテナント賃貸収入を始めとする不動産賃貸事業の売上高は、セグメント

間の内部売上高又は振替高を含め、前年同四半期に比べ1億8千1百万円（△4.9％）減収の35億5千2百万円となりま

した。 

  その他の事業：番組関連グッズショップ「日テレ屋」を始めとする店舗運営などからの物品販売収入につきまし

ては好調に推移しました。この結果、その他の事業の売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含め、前

年同四半期に比べ5億5千万円（+35.6％）増収の20億9千9百万円となりました。 

  

(2）財政状態の状況 

 当第2四半期連結会計期間末においては、前連結会計年度末に比べて資産合計は19億8千3百万円減少し5,412億4

千5百万円、負債合計は68億5千8百万円減少し903億3千1百万円、純資産合計は48億7千5百万円増加し4,509億1千3

百万円となりました。資産の減少は、主として売上債権や投資有価証券の減少によるものです。負債の減少は、主

として仕入債務や未払法人税等の減少によるものです。また、純資産の増加は、四半期純利益の計上による利益剰

余金の増加が、配当金の支払による利益剰余金の減少等を上回ったことによるものです。 

  

第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

2【経営上の重要な契約等】

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3）キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第2四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、125億4千万円となりました（前第2四半期連結

累計期間は67億6百万円の資金の増加）。これは主に、税金等調整前四半期純利益161億1千万円や売上債権の減少

59億8千7百万円、減価償却費の計上31億9千8百万円があった一方で、法人税等の支払い96億2千3百万円や仕入債務

の減少36億3千9百万円があったことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第2四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、29億2千8百万円となりました（前第2四半期連

結累計期間は4億4千万円の資金の増加）。これは主に、投資有価証券の取得による支出154億6千2百万円や有形固

定資産の取得による支出19億2千万円があった一方で、有価証券の償還による収入131億円があったことによるもの

です。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第2四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、配当金の支払い等により50億9千6百万円とな

りました（前第2四半期連結累計期間は48億5千9百万円の資金の減少）。 

  以上の結果、現金及び現金同等物の当第2四半期連結累計期間末残高は、477億9百万円となりました。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

[1]当社グループの対処すべき課題について  

 当社は平成24年10月1日付で認定放送持株会社体制への移行を完了し、この度新体制の下、平成24年度(2012年

度)から平成27年度(2015年度)を計画期間とする中期経営計画（日本テレビグループ 中期経営計画 2012-2015 

Next60）を策定しました。 

 メディア・コンテンツ産業を取り巻く環境は、技術革新による伝送路・デバイスの進化、さらには社会全体の

構造変化の下、大きな変革の時期を迎えています。そうした中、平成25年8月に開局60年を迎える日本テレビグ

ループは、これを次の60年（Next60）を見据えた「第二の創業」と位置づけ、今後もメディア・コンテンツ産業

におけるトップカンパニーとして発展・成長していくために、中期経営目標を定め、その達成に向けた具体的な

取り組みをまとめました。各目標の現状と今後の取り組みは、次の通りです。 

  

1.報道機関としての信頼性の維持・向上 

 メディアの信頼性が厳しく問われる中、当社グループは、電波を預かって事業を営む公共性と、その社会的影

響力の大きさを強く認識します。報道機関として人々に伝えるべきテーマを的確にとらえ、正確かつ公正な情報

を速やかに提供するとともに、分かりやすく質の高い番組づくりに努めます。報道局では部署ごとに現場の声を

反映したボトムアップ型のアクションプランを策定し、すでに実行に移しているものもあります。社員・スタッ

フの間で血肉化を図ります。また、報道のみならずいかなる種別の番組、コンテンツ、プロダクト、サービスに

ついても、生活者ファーストを徹底します。社長を委員長とする「番組制作向上委員会」を新設、制作者の意識

改革や放送ガイドラインのリニューアルなどに取り組んでいます。 

  

2.人々を豊かにするコンテンツの創造 

①地上波視聴率において「世帯＆コアターゲット（13歳～49歳）で全ゾーン（全日帯(6～24時)、プライム帯

(19～23時)、ゴールデン帯(19～22時)、ノンプライム帯(6～19時及び23～24時)、プラチナ帯(23～25時)）

制覇」を達成します。 

平成24年7～9月の地上波視聴率は、世帯においてもコアターゲットにおいても三冠王を獲得しています。

平成24年の年間平均視聴率については、9月末までの段階で全日帯、ゴールデン帯の二冠、プライム帯は首位

局と僅差の２位となっています。昨年奪還した三冠王の維持は言うまでもなく、中期経営目標達成に向け

て、より生活者の心に通うコンテンツ制作に努めます。 

また、この度の持株会社化を受けて、地上波・ＢＳ・ＣＳの３波の特性を活かした編成戦略を推進し、コ

ンテンツ価値の最大化を図ります。 

※コアターゲット視聴率：当社のオリジナル指標で、個人全体のうち男女13～49歳を母数として算出した視聴率。 

②番組コンテンツ価値の向上やリアルタイム視聴誘引に向け、デジタルツールとの新たな連動を企画・実施し

ていきます。 

テレビ画面内でソーシャルネットワーキングサービスFacebook®上の「友達」と一緒にテレビ番組を楽しむ

「JoinTV」や、スマートフォンを片手にテレビを見るダブルスクリーン環境を提供する「wiz tv」など、テ

レビ番組と新たなメディア・デバイスの連携を推進しています。 

※Facebook®はFacebook Inc.の登録商標です。 
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③地上波テレビ広告収入で「シェアトップ」を獲得します。 

平成24年上半期の状況は、堅調なタイムセールスをベースに4～7月はスポットセールスに勢いがあり、前

年を大きく上回る推移でした。8月以降のテレビ広告を取り巻く環境は厳しくなっていますが、8月は「ロン

ドンオリンピック2012」や「24時間テレビ35」で好結果を残し、上半期は前年実績を上回る進捗です。 

中期経営目標では、タイムテーブルのさらなる強化とともに、営業力を向上させ、タイム・スポット広告

両方のシェアを伸ばしてトップの座を獲得します。営業力向上のために、日本テレビ営業局内にて「SI60」

(セールスイノベーション60)を始動、あらゆる項目を総点検し、営業改革に取り組んでいきます。 

④ＢＳ放送で「接触率および営業売上の民放トップ」を獲得します。 

自社制作によるＢＳ放送業界のキラーコンテンツを積極的に開発します。日本テレビと連携した既存コン

テンツの拡大、新規大型スポーツコンテンツの３波連動による価値最大化などで、相乗効果による接触率や

売上の向上を目指します。ＢＳ放送の収入構造の大きな柱である一社・大枠提供番組獲得のため、企画力や

提案力を強化していきます。 

⑤グループ全体でメディアコンテンツデザイン戦略を推進し、一つのコンテンツが生み出す総収入の拡大を図

ります。 

メディアコンテンツデザインとは、番組およびコンテンツをその企画段階から様々なメディアやデバイス

で立体的・複合的に展開させることをあらかじめデザイン（設計）することです。これによってコンテンツ

の価値最大化を推し進めます。 

  

3.継続的成長を目指した変化への対応 

 持株会社化のメリットのひとつ、「持株会社」という枠組みによる経営の選択肢や機動力の増大を活かし、積

極的投資および新規事業戦略を実施し、事業ポートフォリオの多様化を図ります。また、そこで得た収益を、メ

ディア・コンテンツパワーの更なる強化に還元するという成長サイクルを実現します。平成27年度（2015年度）

までに、総額500億円を投資枠として設定しています。 

  

4.海外における確固たるポジションの獲得 

 海外事業の展開を加速させるために、成長著しいアジア市場を強く意識し、現地企業との協業も含めた積極的

な事業計画案を策定します。平成27年度(2015年度)には海外事業関連売上高で民放トップを目指します。 

  

5.メディア・コンテンツ企業ならではの社会貢献 

 公共性が高く社会に対する影響も大きいメディア・コンテンツ企業である当社グループは、他に増して積極的

に社会貢献を行うことが重要だと考えています。この度の持株会社化に伴い、日本テレビホールディングス㈱と

日本テレビ放送網㈱の両方にＣＳＲ事務局を新設しました。日本テレビホーディングス㈱のＣＳＲ事務局は、日

本テレビ放送網㈱のＣＳＲ事務局やグループ各社のＣＳＲ担当者と連携して、これまでそれぞれに行ってきたＣ

ＳＲ活動を統括します。また、新しい活動を企画・提案するなど経営戦略に反映させていきます。東日本大震災

からの復興支援においては、「24時間テレビ」の支援活動をはじめ、報道や他の番組を通して継続的な取材を行

い、発信していきます。 

  

6.働く人全てが能力を発揮できる環境の醸成 

 当社グループで働く者として、自立した「プロ意識」を持ち、常に研鑽に取り組みます。また、改革と挑戦に

向けて努力し、それを支援・評価する職場文化の醸成に努めます。 

  

 これらの目標を達成することにより、企業価値の拡大を図り、平成27年度(2015年度)に、連結売上高4,000億

円、連結経常利益500億円(経常利益率12.5％)以上を目指します。日本テレビグループは、一丸となって、中期

経営計画の目標達成に向け「改革と挑戦」を続けていきます。 
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 [2]株式会社の支配に関する基本方針について 

①基本方針の内容の概要 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業

価値・株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要が

あると考えています。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

しかし、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありま

せん。 

また、当社株式の大量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上

させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。 

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当

な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えま

す。   

  

②基本方針の実現のための取組みの内容の概要 

ア基本方針の実現に資する特別な取組み 

(ア)企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた施策 

当社は、平成24年10月1日付で認定放送持株会社へ移行し、この度新体制の下、平成24年度(2012年度)

から平成27年度(2015年度)を計画期間とする中期経営計画（日本テレビグループ 中期経営計画 2012-

2015 Next60）を策定しました。 

その概要は以下のとおりです。 

1. 日本テレビグループの長期経営目標 

日本テレビグループは、報道機関として社会的責任を果たし、「“豊かな時を提供する企業”として

人々から常に愛される存在になっている」ことを将来のあるべき姿ととらえます。 

まず10年後にアジアＮo.１メディア・コンテンツ企業になることを目指し、価値の高いコンテンツを

日本国内はもとよりアジアを中心とした世界に届けることで、メディア・コンテンツ事業をより堅固に

します。同時に、“豊かな時を提供する”をコンセプトに事業領域の拡大、事業ポートフォリオの多様

化を図ります。これらの取り組みがさらなる企業価値の向上に繋がるものと認識します。 

そして、社会がいかに変化しようとも、常に「社会から必要とされる企業＝ファーストチョイス『日

テレ』」となり、すべてのステークホルダーの皆様から愛される存在であり続けることを目標としま

す。 

2. 2012-2015中期経営目標 

グループ各社の連携強化による付加価値・収益の最大化を図りながら、平成27年度(2015年度)まで

に、以下の目標達成を目指します。 

(1) 報道機関としての信頼性の維持・向上 

正確で迅速な報道の強化に努めます。 

(2) 人々を豊かにするコンテンツの創造 

1. 地上波視聴率「世帯＆コアターゲット 全ゾーン制覇」を達成します。 

2. 番組コンテンツ価値の向上やリアルタイム視聴誘引に向け、デジタルツールとの新たな連動を
企画・実施していきます。 

3. 地上波テレビ広告収入「シェアトップ」を獲得します。 

4. ＢＳ放送「接触率および営業売上の民放トップ」を獲得します。 

5. グループ全体でメディアコンテンツデザイン戦略を推進し、一つのコンテンツが生み出す総収
入の拡大を図ります。 

※コアターゲット視聴率：当社のオリジナル指標で、個人全体のうち男女13～49歳を母数として算出した視聴率。 

(3) 継続的成長を目指した変化への対応 

新規事業に取り組み、そこで得た収益をメディアコンテンツパワーの更なる強化に還元するという

成長サイクルを実現します。 
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(4) 海外における確固たるポジションの獲得 

平成27年度(2015年度)には海外事業関連売上高で民放トップとなります。 

(5) メディア・コンテンツ企業ならではの社会貢献 

(6) 働く人全てが能力を発揮できる環境の醸成 

3. 中期経営目標達成のための主な取り組み 

(1) ３波統合経営による新規コンテンツ開発 

(2) 開局60年展開を軸にした次世代コンテンツ開発の継続 

(3)「JoinTV」「wiz tv」の積極展開と収益増大化に向けた拡張・進化 

(4) シェアトップに向けた商品力・ラインナップの強化と営業改革「SI60」（セールスイノベーション

60）の実現 

(5) 各種コンテンツの価値最大化を目指し、多様なメディアやデバイスに複合展開するデザイン策定の

推進 

(6) アジアを中心に現地企業との協業も視野に入れた積極的な海外事業の推進 

(7) 積極的投資および新規事業戦略の実施（平成27年度(2015年度)までに総額500億円を投資枠として

設定） 

これらの目標を達成することにより、企業価値の拡大を図り、平成27年度(2015年度)に、連結売上高

4,000億円、連結経常利益500億円(経常利益率12.5％)以上を目指します。日本テレビグループは、グルー

プ一丸となって、中期経営計画の目標達成に向け「改革と挑戦」を続けていきます。 

(イ)諸施策の実行に向けた体制の整備 

 当社は、社外からの経営監視機能を強化し、経営の健全性及び意思決定プロセスの透明性を高めるた

め、取締役全17名のうち5名を社外取締役としております。また、経営陣の株主の皆様に対する責任を

より一層明確化するため、取締役の任期を1年としております。当社は、これらの取組みに加え、今後

も引き続きコーポレート・ガバナンスの更なる強化を図っていく予定です。 

イ基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み 

   当社は、平成24年5月10日開催の取締役会及び同年6月28日開催の第79期定時株主総会（以下「第79期定

時株主総会」という。）において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）に所要の修正

を行った上でこれを更新することを決議いたしました（以下更新後の対応策を「本プラン」という。）。 

本プランの具体的内容の概要は以下のとおりです。 

(ア)本プランの目的 

 本プランは、当社株式の大量取得行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必

要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

(イ)対象となる買付等 

 本プランは、以下の(ⅰ)若しくは(ⅱ)に該当する当社株券等の買付その他の取得又はこれらに類似す

る行為（これらの提案を含む。）（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを除くも

のとし、以下「買付等」という。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以

下「買付者等」という。）には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。 

(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得 

(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の

株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

(ウ)本プランの手続及び発動要件等 

 買付者等は、当該買付等の開始又は実行に先立ち、当社に対して、本プランの手続を遵守する旨の法

的拘束力のある誓約文言等を含む書面、及び当社所定の情報等を記載した書面（以下「買付説明書」と

いう。）を提出していただきます。  

 企業価値評価独立委員会は、買付者等から買付説明書等が提出されたと合理的に認めた場合、当社取

締役会に対しても、適宜回答期限を定めた上（原則として60日を上限とする。）、買付者等の買付等の

内容に対する意見及びその根拠資料、代替案等を提供するよう要求することができます。 

 企業価値評価独立委員会は、買付者等及び当社取締役会からの情報等を受領したと合理的に認めた時

点から原則として最長60日が経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営

方針・事業計画等に関する情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提示する代替案の検討、当該買付
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者等との協議・交渉等を行います。 

 企業価値評価独立委員会は、買付者等による買付等が本プランに定められた手続に従わない買付等で

ある場合や、買付者等による買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすおそれのある買付等である場合等所定の要件のいずれかに該当する場合で、所定の新株予約権

（以下「本新株予約権」という。）の無償割当て等を実施することが相当であると判断した場合には、

当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てその他の法令及び当社定款の下でとりうる適切な施

策を実施すべき旨の勧告を行います。なお、企業価値評価独立委員会は、一定の場合に、当該実施に関

して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができます。 

 当社取締役会は、企業価値評価独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当て等

の実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。但し、企業価値評価独立委員会

が本新株予約権の無償割当て等の実施に関して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合には、

当社取締役会は株主総会を開催し、当該株主総会の決議に従うものとします。 

 本新株予約権は、当社以外の当社の株主に対し、その有する当社株式1株につき本新株予約権1個の割

合で割り当てられ、本新株予約権1個の目的である当社株式の数は、原則として1株とします。また、本

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、当該出資される財産の当社株式1株当たりの価

額は、1円を下限とし当社株式1株の時価の2分の1の金額を上限とする金額の範囲内で定める価額としま

す。 

 また、本新株予約権には、当社株券等に係る株券等保有割合が20％以上である者等の所定の要件に該

当する者（以下「非適格者」と総称する。）及び所定の非居住者・外国人等については原則として本新

株予約権の行使が認められない旨の行使条件、並びに当社が当社株式等の交付と引換えに、非適格者以

外の者から新株予約権を取得することができる旨の取得条項等が付されております。 

 本プランの有効期間は、原則として、第79期定時株主総会終結後1年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされています。  

  

③上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

経営方針、コーポレート・ガバナンスの強化等といった各施策は、上記②ア記載のとおり、当社の企業価

値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさ

に基本方針の実現に資するものです。  

また、本プランは、上記②イ記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもっ

て導入されたものであり、基本方針に沿うものです。 

特に、本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足していること、株主総会において株主の

承認を得て更新されたものであること、一定の場合に、本プランの発動の是非について株主総会に付議され

ることがあること、独立性のある社外取締役等のみによって構成される企業価値評価独立委員会が設置され

ており、本プランの発動に際しては必ず企業価値評価独立委員会の判断を経ることが必要とされているこ

と、その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、企業価値評価独立

委員会は当社の費用で専門家の助言を得ることができるとされていること、本プランの有効期間が1年間と

定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当社取締役の任期は1

年とされていること等により、その公正性・客観性が担保されております。 

従って、これらの各取組みは、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するもので

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
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(5）研究開発活動 

 当第2四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、114百万円です。 

 なお、当第2四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

  
（注）平成24年3月29日開催の取締役会決議により、平成24年10月1日付で株式分割、単元株式数の変更に伴う定款の変更を行い、発行

可能株式総数は900,000,000株増加し、1,000,000,000株となっております。   

  

②【発行済株式】 

  
（注）平成24年3月29日開催の取締役会決議により、平成24年10月1日付で株式分割、単元株式数の変更に伴う定款の変更を行い、単元

株式数は100株となっております。 
   上記の株式分割とともに、平成24年5月10日開催の取締役会決議により、平成24年10月1日付で当社を株式交換完全親会社とし、

㈱ＢＳ日本及び㈱シーエス日本をそれぞれ株式交換完全子会社とする株式交換を行い、株式発行数は238,457,532株増加し(株式
分割による増加228,280,932株、株式交換による増加10,176,600株)、263,822,080株となっております。  

  

 該当事項はありません。 

  

   

  

 該当事項はありません。  

  

   

  

 該当事項はありません。 

   

   

  

  
（注）平成24年10月1日付をもって、普通株式1株を10株に株式分割するとともに、当社を株式交換完全親会社とし、㈱ＢＳ日本及び㈱

シーエス日本をそれぞれ株式交換完全子会社とする株式交換を行い、発行済株式総数は238,457,532株増加し(株式分割による増
加228,280,932株、株式交換による増加10,176,600株)、263,822,080株となっております。また、上記の株式交換に伴い、資本
金残高は24百万円増加し18,600百万円、資本準備金残高は11,658百万円増加し、29,586百万円となっております。  

  

  

第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第2四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成24年9月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  25,364,548  263,822,080
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数  10株 

計  25,364,548  263,822,080 － － 

（2）【新株予約権等の状況】

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（4）【ライツプランの内容】

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総 数 残 高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増 減 額 
（百万円） 

資本準備金
残 高 
（百万円） 

平成24年7月 1日～ 

平成24年9月30日 
－ 25,364,548 － 18,575 － 17,928
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（注） 1.日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る

ものです。 

2.オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド及びその共同保有者であるオービス・
インベストメント・マネジメント・リミテッドから、平成23年12月2日付の変更報告書の写しの送付があり、平成23年11月30
日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第2四半期会計期間末時点に
おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。  

また、ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるマサチューセッツ・ファイナンシャル・
サービセズ・カンパニーから、平成24年8月20日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成24年8月15日現在で以下のと
おり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第2四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確
認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

3.当社が放送法第116条第1項及び第2項の規定に従い、名義書換を拒否した株式（外国人持株調整株式）は370,980株です。 

  

（6）【大株主の状況】

  平成24年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社読売新聞グループ本社 東京都中央区銀座6-17-1  3,764,948  14.84

讀賣テレビ放送株式会社 大阪市中央区城見2-2-33  1,574,836  6.20

株式会社読売新聞東京本社 東京都中央区銀座6-17-1  1,363,920  5.37

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）  

東京都中央区晴海1-8-11  989,270  3.90

シービーニューヨークオービス   
ファンズ 
（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD 
HAMILTON HM 11 BERMUDA 

（東京都品川区東品川2-3-14）  
 969,117  3.82

シービーニューヨーク オービス 
エスアイシーアーヴィー 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

31. Z.A. BOURMICHT. L-8070 
BERTRANGE. LUXEMBOURG 

（東京都品川区東品川2-3-14)   

 918,944  3.62

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀2-11-1  897,270  3.53

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2-11-3  827,910  3.26

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 東京都千代田区永田町2-11-1    760,500  2.99

ステート ストリート バンク  
アンド トラスト カンパニー   
５０５２２３ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部）  

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 

（東京都中央区月島4-16-13)    

 730,800  2.88

計 －  12,797,515  50.45

氏名又は名称  住所 
保有株券等の数 

（株）  
株券等保有割合 

（％）  

オービス・インベストメント・マネジメント・

（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド  
Orbis House, 25 Front Street,

Hamilton HM11 Bermuda  
886,743 3.50

オービス・インベストメント・マネジメント・

リミテッド  
Orbis House, 25 Front Street,

Hamilton HM11 Bermuda 
1,312,469 5.17

氏名又は名称  住所 
保有株券等の数 

（株）  
株券等保有割合 

（％）  

ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会

社 
東京都千代田区霞ヶ関1-4-2 大同生

命霞が関ビル 27,160 0.11

マサチューセッツ・ファイナンシャル・サービ

セズ・カンパニー 
500 Boylston Street, Boston,

Massachusetts, 02116 U.S.A. 
1,243,880 4.90

2012/11/09 15:17:4112864475_第２四半期報告書_20121109151704

- 12 -



①【発行済株式】                                 平成24年9月30日現在 

  
（注）1.「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式です。 

2.「完全議決権株式（その他）」の「株式数(株)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式2,570株及び当社が放送法
第116条第1項及び第2項の規定に従い、名義書換を拒否した株式（外国人持株調整株式）370,980株が含まれております。 
また、「議決権の数(個)」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数257個が含まれておりますが、同外国
人持株調整株式に係る議決権の数37,098個は含まれておりません。 

  

②【自己株式等】                                平成24年9月30日現在 

  
  

  

 該当事項はありません。 

  

（7）【議決権の状況】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   598,700 － － 

 完全議決権株式（その他） 普通株式 24,759,560 2,438,858 － 

 単元未満株式 普通株式     6,288 － 単元(10株)未満の株式です。 

 発行済株式総数 25,364,548 － － 

 総株主の議決権 － 2,438,858 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義 

所有株式数

（株） 

他人名義 

所有株式数

（株） 

所有株式数

の合計 

（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋1-6-1 598,700 －  598,700 2.36

計 － 598,700 －  598,700 2.36

2【役員の状況】
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1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

2．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（平成24年7月1日から平成24年

9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成24年4月1日から平成24年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第4【経理の状況】

2012/11/09 15:17:4112864475_第２四半期報告書_20121109151704

- 14 -



1【四半期連結財務諸表】 
（1）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年3月31日) 

当第2四半期連結会計期間 
(平成24年9月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,188 31,117

受取手形及び売掛金 79,927 73,940

有価証券 52,968 49,538

たな卸資産 ※1  2,862 ※1  3,209

番組勘定 7,217 5,648

繰延税金資産 4,105 4,085

その他 8,372 9,943

貸倒引当金 △75 △41

流動資産合計 173,568 177,440

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 43,890 42,819

機械装置及び運搬具（純額） 7,814 7,861

工具、器具及び備品（純額） 1,833 1,764

土地 138,535 138,527

リース資産（純額） 7 4

建設仮勘定 1,242 1,359

有形固定資産合計 193,323 192,337

無形固定資産 2,406 2,501

投資その他の資産   

投資有価証券 151,399 146,702

長期貸付金 4,852 4,428

長期預金 6,000 6,000

繰延税金資産 1,227 1,228

その他 11,223 11,378

貸倒引当金 △771 △771

投資その他の資産合計 173,930 168,966

固定資産合計 369,660 363,805

資産合計 543,228 541,245
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年3月31日) 

当第2四半期連結会計期間 
(平成24年9月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,220 4,961

短期借入金 1,433 1,186

未払金 2,059 2,365

未払費用 42,490 40,028

未払法人税等 9,394 5,877

返品調整引当金 61 45

その他 4,128 4,309

流動負債合計 65,789 58,773

固定負債   

繰延税金負債 3,061 3,254

退職給付引当金 7,567 7,859

役員退職慰労引当金 123 91

長期預り保証金 20,198 20,039

その他 450 312

固定負債合計 31,401 31,558

負債合計 97,190 90,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,575 18,575

資本剰余金 17,928 17,928

利益剰余金 414,088 418,996

自己株式 △12,110 △12,111

株主資本合計 438,481 443,389

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △802 △1,025

為替換算調整勘定 △604 △630

その他の包括利益累計額合計 △1,406 △1,656

少数株主持分 8,963 9,180

純資産合計 446,038 450,913

負債純資産合計 543,228 541,245
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第2四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
(自 平成23年4月 1日 
 至 平成23年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 

 至 平成24年9月30日) 

売上高 140,887 159,047

売上原価 98,632 109,791

売上総利益 42,254 49,256

販売費及び一般管理費 ※  31,954 ※  34,934

営業利益 10,299 14,322

営業外収益   

受取利息 606 853

受取配当金 833 817

持分法による投資利益 1,418 1,139

為替差益 18 12

投資事業組合運用益 116 109

その他 193 411

営業外収益合計 3,186 3,343

営業外費用   

支払利息 2 4

投資事業組合運用損 118 12

その他 10 8

営業外費用合計 131 24

経常利益 13,354 17,641

特別利益   

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 6 1

特別利益合計 11 1

特別損失   

固定資産売却損 9 35

固定資産除却損 66 80

投資有価証券評価損 216 1,416

特別損失合計 292 1,532

税金等調整前四半期純利益 13,072 16,110

法人税等 4,780 6,132

少数株主損益調整前四半期純利益 8,292 9,978

少数株主利益 156 233

四半期純利益 8,135 9,744
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第2四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
(自 平成23年4月 1日 
 至 平成23年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 

 至 平成24年9月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,292 9,978

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 481 124

為替換算調整勘定 △6 14

持分法適用会社に対する持分相当額 △198 △387

その他の包括利益合計 276 △248

四半期包括利益 8,568 9,729

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,411 9,494

少数株主に係る四半期包括利益 156 234
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
( 自 平成23年4月 1日 
  至 平成23年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
( 自 平成24年4月 1日 
  至 平成24年9月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 13,072 16,110

減価償却費 3,587 3,198

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △33

退職給付引当金の増減額（△は減少） 219 292

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △18 △31

受取利息及び受取配当金 △1,439 △1,670

支払利息 2 4

持分法による投資損益（△は益） △1,418 △1,139

固定資産売却損益（△は益） 4 35

固定資産除却損 66 80

投資有価証券評価損益（△は益） 216 1,416

売上債権の増減額（△は増加） 6,621 5,987

番組勘定の増減額（△は増加） 233 1,569

仕入債務の増減額（△は減少） △4,560 △3,639

その他 △552 △1,768

小計 16,033 20,410

利息及び配当金の受取額 1,578 1,757

利息の支払額 △2 △4

法人税等の支払額 △10,903 △9,623

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,706 12,540

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △456 △456

定期預金の払戻による収入 406 2,448

有価証券の取得による支出 － △599

有価証券の償還による収入 16,927 13,100

有形固定資産の取得による支出 △1,522 △1,920

有形固定資産の売却による収入 6 11

無形固定資産の取得による支出 △484 △520

投資有価証券の取得による支出 △14,690 △15,462

投資有価証券の償還による収入 45 67

長期貸付けによる支出 △201 △0

その他 408 404

投資活動によるキャッシュ・フロー 440 △2,928

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 39 △247

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △4,878 △4,831

少数株主への配当金の支払額 △20 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,859 △5,096

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,285 4,518

現金及び現金同等物の期首残高 33,312 43,190

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  35,597 ※  47,709
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(連結の範囲の重要な変更) 

 第1四半期連結会計期間より、新たに設立しました日本テレビ分割準備㈱を連結の範囲に含めております。 

 なお、平成24年10月1日付にて、日本テレビ分割準備㈱はその商号を「日本テレビ放送網株式会社」に変更して

おります。 

  

(持分法適用の範囲の重要な変更) 

 当第2四半期連結会計期間より、新たに設立しましたLIFE VIDEO㈱を持分法適用の範囲に含めております。 

  

  

(減価償却方法の変更) 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第1四半期連結会計期間より、平成24年4月1日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

  

  

(税金費用の計算) 

 税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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※1.たな卸資産の内訳は次のとおりです。 

  

 2.保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員の金融機関からの借入に対して次のとおり保証を行って

おります。 

  

  

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりです。 

  

  

  

  
※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりです。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度

（平成24年3月31日） 
当第2四半期連結会計期間
（平成24年9月30日） 

商品及び製品 百万円 2,231 百万円 2,556

仕掛品  85  85

原材料及び貯蔵品  545  567

前連結会計年度 
（平成24年3月31日） 

当第2四半期連結会計期間 
（平成24年9月30日） 

従業員の住宅資金銀行借入金 百万円 302 従業員の住宅資金銀行借入金 百万円 282

㈱マッドハウスの銀行借入金  700 ㈱マッドハウスの銀行借入金  700

計  1,002 計  982

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第2四半期連結累計期間
（自  平成23年4月 1日 
至  平成23年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間
（自  平成24年4月 1日 
至  平成24年9月30日） 

代理店手数料 百万円 17,413 百万円 18,915

人件費  4,871  4,990

退職給付費用  280  344

業務委託・外注要員費  1,214  1,189

水道光熱費  617  707

租税公課  819  790

減価償却費  263  249

その他  6,474  7,747

計  31,954  34,934

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第2四半期連結累計期間
（自  平成23年4月 1日 
至  平成23年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間
（自  平成24年4月 1日 
至  平成24年9月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 15,218 百万円 31,117

有価証券勘定  37,846  49,538

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △456  △456

償還期間が3ヶ月を超える債券等  △17,010  △32,490

現金及び現金同等物  35,597  47,709
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Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 平成23年4月1日 至 平成23年9月30日） 

1. 配当金支払額 

  

2. 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末
後となるもの 

   

  

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年9月30日） 

1. 配当金支払額 

  

2. 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末
後となるもの 

（注）1株当たり配当額については、基準日が平成24年9月30日であるため、平成24年10月1日付の株式分割（1：10）は加味して

おりません。   

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日
定時株主総会 

普通株式  4,847  200 平成23年3月31日 平成23年6月30日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月4日

取締役会 
普通株式  2,166  90 平成23年9月30日 平成23年12月1日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月28日
定時株主総会 

普通株式  4,836  200 平成24年3月31日 平成24年6月29日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月8日

取締役会 
普通株式  2,195  90 平成24年9月30日 平成24年12月3日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 平成23年4月1日 至 平成23年9月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （注）1.セグメント間取引消去によるものです。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

    3.各セグメントの主な事業内容は以下のとおりです。 

   

<製品及びサービスごとの情報> 

（単位：百万円）

  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額
（注1） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注2） 

コンテンツ
ビジネス事業

不動産
賃貸事業 

その他
の事業 

計 

売上高   

外部顧客への売上高  137,842  2,013  1,030  140,887  －  140,887

セグメント間の内部売上高
又は振替高  523  1,720  517  2,760  (2,760)  －

計  138,366  3,733  1,548  143,647  (2,760)  140,887

セグメント利益又は損失(△)  9,454  899  △54  10,299  －  10,299

 事業区分  主な事業内容 

 コンテンツビジネス事業 
テレビ広告枠の販売、映像・音楽等のロイヤリティ収入、ＣＤ・ＤＶＤ/ＢＤ・出版物等

の販売、通信販売、映画事業、イベント・美術展事業 

 不動産賃貸事業 不動産の賃貸、ビルマネジメント 

 その他の事業 店舗運営 他 

外部顧客への売上高 
コンテンツ

ビジネス事業 
不動産賃貸事業 その他の事業 合計

  

テレビ広告収入 

  

タイム   52,256  －  －  52,256

スポット   47,708  －  －  47,708

計   99,965  －  －  99,965

その他の広告収入  236  －  －  236

コンテンツ販売収入  17,134  －  －  17,134

物品販売収入  14,469  －    991  15,460

興行収入  4,051  －  －  4,051

不動産賃貸収入  －  1,357  －  1,357

その他の収入  1,986  655  39  2,681

合   計  137,842  2,013  1,030  140,887
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Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年9月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （注）1.セグメント間取引消去によるものです。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

    3.各セグメントの主な事業内容は以下のとおりです。 

   

<製品及びサービスごとの情報> 

（単位：百万円）

  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額
（注1） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注2） 

コンテンツ
ビジネス事業

不動産
賃貸事業 

その他
の事業 

計 

売上高   

外部顧客への売上高  156,519  1,802  725  159,047  －  159,047

セグメント間の内部売上高
又は振替高  121  1,749  1,374  3,245  (3,245)  －

計  156,641  3,552  2,099  162,292  (3,245)  159,047

セグメント利益  13,196  931  194  14,322  －  14,322

 事業区分  主な事業内容 

 コンテンツビジネス事業 
テレビ広告枠の販売、映像・音楽等のロイヤリティ収入、ＣＤ・ＤＶＤ/ＢＤ・出版物等

の販売、通信販売、映画事業、イベント・美術展事業 

 不動産賃貸事業 不動産の賃貸、ビルマネジメント 

 その他の事業 店舗運営 他 

外部顧客への売上高 
コンテンツ

ビジネス事業 
不動産賃貸事業 その他の事業 合計

  

テレビ広告収入 

  

タイム   55,554  －  －  55,554

スポット   52,192  －  －  52,192

計   107,747  －  －  107,747

その他の広告収入  188  －  －  188

コンテンツ販売収入  16,714  －  －  16,714

物品販売収入  22,311  －    702  23,013

興行収入  6,008  －  －  6,008

不動産賃貸収入  －  1,331  －  1,331

その他の収入  3,549  471  22  4,043

合   計  156,519  1,802  725  159,047
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 1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  
（注）1.平成24年10月1日付にて普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、1株当たり四半期純利益金額を算定しております。そのため、「普通株式の期中平均株式数（千株）」について

も、当該株式分割の影響を考慮した株式数を記載しております。 

   2.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(認定放送持株会社体制への移行による経営統合) 

当社は、平成24年10月1日付にて、当社の100％子会社である日本テレビ分割準備㈱（以下「分割準備会社」とい

う。）との吸収分割（以下「本吸収分割」という。）、並びに㈱ＢＳ日本（以下「ＢＳ日本」という。）及び㈱シ

ーエス日本（以下「シーエス日本」という。）との株式交換（以下「本株式交換」といい、本吸収分割と併せて

「本持株会社化」という。）を行い、認定放送持株会社体制に移行しました。 

また、同日付にて当社はその商号を「日本テレビホールディングス株式会社」（以下「日本テレビホールディン

グス」という。）に、分割準備会社はその商号を「日本テレビ放送網株式会社」（以下「日本テレビ」という。）

に変更しました。 

  

1．本持株会社化の目的 

当社、ＢＳ日本及びシーエス日本の３社は、これまで放送・番組制作・番組供給等の面で連携しつつも、各々が

独立した経営によってその成果を挙げてきました。しかし、今後はテレビ広告市場に大きな伸びが期待できない一

方、ＢＳ多チャンネル時代の到来やＣＳチャンネルの再編等によって、広告・有料放送を問わず、放送事業者間の

競争は一層激しさを増すと予想されます。こうした難局を乗り切るため、当社、ＢＳ日本及びシーエス日本の３社

は、認定放送持株会社体制への移行により、それぞれの強みを生かした総合的なメディア戦略を構築・推進し、企

業価値の最大化を図ります。 

  

2．本吸収分割の概要 

(1)結合当事企業の名称 

(2)分割した事業の内容 

当社は、当社が営む事業のうち、グループ経営管理事業以外の一切の事業（以下「本件事業」という。）に関す

る資産、負債及びこれらに付随する権利義務（契約上の地位を含む。）を分割し、日本テレビはこれを承継しまし

た。 

(3)分割した部門の営業成績 

（1株当たり情報）

  
前第2四半期連結累計期間
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間
（自 平成24年4月 1日 
至 平成24年9月30日） 

1株当たり四半期純利益金額 円 銭 33 23 円 銭 39 81

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  8,135  9,744

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  8,135  9,744

普通株式の期中平均株式数（千株）  244,797  244,780

（重要な後発事象）

  分割会社 承継会社 

名 称 
日本テレビホールディングス株式会社 

（旧名称：日本テレビ放送網株式会社） 

日本テレビ放送網株式会社 

（旧名称：日本テレビ分割準備株式会社）

  分割事業部門 

（a） 

平成24年3月期実績 

（b） 

比率 

（a/b） 

売 上 高 百万円 264,342 百万円 264,820 ％ 99.8

営 業 利 益 百万円 29,158 百万円 27,029 ％ 107.9

経 常 利 益 百万円 30,775 百万円 29,700 ％ 103.6
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(4)分割した資産、負債の項目及び金額 

     （注）平成24年3月31日現在の金額であり、分割の効力発生日までの増減を調整した上で確定します。 

(5)企業結合日 

平成24年10月1日 

(6)会社分割の法的形式 

当社を分割会社とし、承継会社の交付する株式を対価として、承継会社に本件事業を承継させる分社型吸収分割

です。 

(7)追加取得した子会社株式の取得原価及びその内訳 

追加取得した子会社株式の取得原価は、分割期日の前日における移転事業に係る株主資本相当額に基づいて算定

する予定です。 

なお、本四半期報告書提出日現在において、移転事業に係る株主資本相当額は確定しておりません。 

(8)本吸収分割に伴う会計処理の概要 

本吸収分割は、完全親子会社間の取引であるため、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）における「共通

支配下の取引」として会計処理する予定です。 

  

3．本株式交換の概要 

(1)被取得企業の名称、事業の内容及び規模 

    （注）上表の金額は平成24年3月31日現在の数値です。 

(2)企業結合日 

平成24年10月1日 

(3)本株式交換の法的形式 

当社を株式交換完全親会社としＢＳ日本を株式交換完全子会社とする株式交換、及び当社を株式交換完全親会社

としシーエス日本を株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。本株式交換について、当社においては会社

法第796条第3項に定める簡易株式交換の方法により、株主総会の承認を得ないで行っております。 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流 動 資 産 百万円 101,713 流 動 負 債 百万円 47,195

固 定 資 産 百万円 179,221 固 定 負 債 百万円 6,084

合   計 百万円 280,934 合   計 百万円 53,279

名 称 株式会社ＢＳ日本 株式会社シーエス日本 

事 業 内 容 

(1) 放送法による基幹放送事業 (2) 

放送番組等、各種ソフトの企画・制

作・販売・広告及び宣伝業務 (3) 音

楽・美術・演劇・スポーツ等各種催物

の企画・制作・販売及び興行業務 

(1) 放送法による110度ＣＳ衛星基幹

放送事業 (2) 放送番組等の企画、制

作及び販売 (3) その他放送に関連す

る一切の事業 

資 本 金 百万円 25,000 百万円 3,000

純 資 産 百万円 14,627 百万円 3,845

総 資 産 百万円 15,817 百万円 5,033

売 上 高 百万円 10,989 百万円 3,958

営 業 利 益 百万円 2,574 百万円 728

経 常 利 益 百万円 2,629 百万円 729

当 期 純 利 益 百万円 2,625 百万円 429
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(4)被取得企業の取得原価及びその内訳 

(5)被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

①ＢＳ日本    段階取得に係る差損 百万円 

②シーエス日本  段階取得に係る差益  百万円 

(6)株式交換比率及びその算定方法並びに交付予定の株式数 

（注1）本株式交換に係る株式の割当比率 
ＢＳ日本の普通株式1株に対して当社の普通株式26株、シーエス日本の普通株式1株に対して当社の普通株式58株をそれぞ

れ割当て交付しました。但し、株式交換の効力発生日時点で当社が所有していたＢＳ日本及びシーエス日本の株式について

は、本株式交換による株式の割当ては行っておりません。 
（注2）株式分割及び単元株式数の変更 

当社は、全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に鑑み、平成24年9月30日を基準日とし

て、同社の普通株式を1株につき10株の割合で、本吸収分割の効力発生日である平成24年10月1日をもって分割するととも

に、同日をもって、普通株式に係る単元株式数を10株から100株に変更しました。上記割当比率及び当社が交付した普通株式

数は、本株式分割後の数値で算定しております。 
（注3）当社が本株式交換により交付した新株式数 

普通株式10,176,600株（本株式交換にあたり、当社の自己株式の交付は行っておりません） 
上記は、平成24年10月1日時点における、ＢＳ日本の発行済株式総数（500,000株）及びシーエス日本の発行済株式総数

（60,000株）に基づいて記載しています。 

(7)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

①ＢＳ日本 

ア. 負ののれんの金額 

 499百万円 

 なお、負ののれんの金額は、本四半期報告書提出日現在の入手情報に基づく予定額です。 

イ. 発生原因 

 受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額が、取得原価を上回ったため、その差額を負ののれ

ん発生益として処理する予定です。 

②シーエス日本 

ア. のれんの金額 

 72百万円 

 なお、のれんの金額は、本四半期報告書提出日現在の入手情報に基づく予定額です。 

イ. 発生原因 

 取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差額をのれんと

して処理する予定です。 

ウ. 償却方法及び償却期間  

 発生時の費用として一括償却する予定です。 

(8)本株式交換に伴う会計処理の概要 

本株式交換は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）における「取得」に該当し、当社を取得企業とする

パーチェス法を適用する予定です。 

  ＢＳ日本 シーエス日本 

 取得の対価  百万円 14,924  百万円 3,995

 取得に直接要した費用  百万円 101 百万円 27

 取得原価  百万円 15,025 百万円 4,022

656

15

会社名 日本テレビホールディングス ＢＳ日本 シーエス日本 

本株式交換に係る 

割当ての内容 
 1  26  58
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平成24年11月8日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………2,195百万円 

(ロ）1株当たりの金額 …………………………………90円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月3日 

（注）1. 平成24年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

      2. 1株当たり配当額については、基準日が平成24年9月30日であるため、平成24年10月1日付の株式分割（1：10）は加味しており 

         ません。  

  

2【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本テレビホール

ディングス株式会社（旧会社名 日本テレビ放送網株式会社）の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度

の第2四半期連結会計期間（平成24年7月1日から平成24年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成24年4月1日か

ら平成24年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。  
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本テレビホールディングス株式会社（旧会社名 日本テレビ放送網

株式会社）及び連結子会社の平成24年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 
  

強調事項  

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成24年10月1日付けにて、吸収分割及び株式交換を行い、認定放送持株会社

体制に移行している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月8日

日本テレビホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 樋口 義行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 広瀬  勉  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 野田 智也  印 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

      途保管しております。 

2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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